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除染効果評価システムCDEを用いた除染計画の検討
Decontamination Planning Based on Computer Simulation Code CDE
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１．はじめに

　コンピュータ・シミュレーションの大きな
利点は、実際に『行動』を起こす前に、それ
がもたらす効果を『予測』できることである。
特に、その行動に多大な費用と労力が伴い、
また人々の生活に大きな影響を与えるような
場合は、効果の予測とそれに基づく最善の行
動選択が強く求められる。予測の方法には、
実環境や小規模な実験室環境における測定デ
ータに基づくものがある。しかし、条件を変
えた膨大な行動シナリオに対応する効果を短
期間で予測するためには、コンピュータ・シ
ミュレーションの利用が極めて有効であり、
その担う役割は大きい。
　２０１１年３月１１日にマグニチュード９．０を記
録した東北地方太平洋沖地震が発生した。こ
の未曾有の大地震と、それに伴い発生した大
津波により、東京電力�福島第一原子力発電
所（福島第一原発）は全交流電源喪失という
重大な事態に陥った。原子炉及び使用済み核
燃料プールの冷却機能の維持に必要な電源を
すべて失った施設では、異常な温度上昇が続
き、炉心溶融及び被覆管と高温水との反応で
発生した水素による水素爆発へと至った。こ

の爆発により、原子炉内部の放射性物質が環
境中に放出され、その一部は広範囲にわたっ
て土壌表面に沈着し、地表面近傍における空
間線量率を上昇させている［１］、［２］。
　政府はこの事態を受け、福島第一原発の半
径２０km以内を警戒区域及び１年間の積算線
量が２０mSvを超える可能性がある半径２０km

以遠の地域を計画的避難区域と設定し、住民
の避難及び退去を勧告した［３］。空間線量率
の低減をはじめとした安全性の確保に基づく
避難解除［４］と、その後の住民帰還及び復
興のためには、汚染環境に対する除染が喫緊
の課題であり、政府を中心とした大規模な除
染活動から各市町村及びボランティア団体に
よる小規模除染も計画されている。
　独立行政法人日本原子力研究開発機構（原
子力機構）の原子力基礎工学研究部門は、コ
ンピュータ・シミュレーションにより、様々
な行動シナリオに基づく除染がもたらす効果
を迅速かつ適切に評価し、合理的な除染計画
の立案に資するシミュレーションコードCDE

要旨

　福島第一原子力発電所の事故により、環境中に放出された放射性物質に対する効率的な除染
計画の立案を支援するため、原子力機構において除染効果評価システムCDEが開発された。
CDEは、２０１１年１１月に公開されて以来、政府、地方自治体、企業をはじめ多くのユーザーに利
用されている。本稿では、CDEの概要とそれを用いた除染計画の検討方法の例について紹介する。
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（Calculation system for Decontamination 

Effect）［５］を開発した。CDEは、独自の線
量計算アルゴリズムにより除染前後の空間線
量率及び除染効果をシミュレーションし、除
染対象地域の地形図上にその結果を可視化し
て表示する。コード、サンプルデータ及びユ
ーザーマニュアルは、原子力機構のホームペ
ージ上で２０１１年１１月２日から公開されており、
登録ユーザーに対して無償提供される［６］。
登録ユーザー数は、２０１２年３月末時点で４５２
件を数え、実際の除染作業における除染効果
の事前評価にも活用されている。
　環境に分布した放射性物質から放出される
放射線のうちガンマ線は大気中での飛程が長
いため、ある場所の放射性物質が思わぬ場所
の空間線量率に寄与していることがある。望
んだ場所の空間線量率を下げるために、どこ
をどの程度除染すればいいかの判断は、実は
相当に難しく、感覚に頼ってやみくもに行う
べきではない。CDEを用いたコンピュータ・
シミュレーションにより、限られた予算と労
力のなかで効率的な除染計画の立案が支援さ
れる。本稿では、CDEの概要を紹介するとと
もに、CDEによる除染効果の予測に基づいた
除染計画の検討例について示す。

２．除染効果評価システム���の概要

　CDEの主な特徴を以下にまとめる。
�使いやすさを重視し、汎用の表計算ソフト
ウェアであるMicrosoft� Excel�上で動
作
�専用のグラフィカル・ユーザー・インター
フェース（GUI）を備え、操作の大部分を
マウスによって実行
�入力データには、利用者がインターネット
などを介して容易に入手可能な情報を利用
�１回の評価計算は数秒程度で完了
�除染効果を視覚的に捉えるため、評価結果
を可視化して表示
�モンテカルロ法に基づく放射線挙動解析コ

ードと同程度の計算精度
　GUIを含めたソフトウェアの本体は、
Microsoft� Excel�のマクロであるVBA

（Visual Basic for Applications）で記述した。
ファイルの保存や数値のコピーなど基本的な
操作はExcelの機能を使用するので、Excelの
使用経験があれば馴染みのある操作で利用で
きる。また、線量計算を行う部分のプログラ
ムは、高速化のためFortran９０で記述してい
る。CDEは、オープンソースソフトウェアと
して配布されており、利用規約への合意の下
で改変及び再配布が可能である。
　図１にCDEを使った除染計画の検討の流
れを示す。事前準備として、除染対象地域及
びその周辺の地形画像、表面汚染密度データ
及 び 除 染 係 数（DF：Decontamination 

Factor）データを用意する。これらのすべて
は、インターネットを介して比較的容易に入
手できる。
　地形画像は、市販の電子地図データはもち
ろん、Google Maps�のようなインターネッ
ト上で提供されている地図データも各サービ
スの定める利用規約への準拠の下に利用でき
る。表面汚染密度は［Bq/cm２］単位で与えら
れ、文部科学省が行った航空機モニタリング
の結果が利用できる［１］、［７］。また、除
染対象地域においてサーベイメータを用いて
測定した１cm高さ及び１００cm高さの空間線
量率［μSv/h］も、表面汚染密度の入力値と
して利用可能であり、空間線量率から表面汚
染密度への換算はプログラム内で行われる。
DFは、除染前後の表面汚染密度の比であり、
採用した除染技術に依存する。CDEでは、
DF入力の補助として日本原子力学会「原子力
安全」調査専門委員会クリーンアップ分科会
によって検討された典型的な除染技術に対応
したDF値［８］を内蔵しているほか、除染作
業において蓄積された知見を反映できるよう
に利用者による直接入力も可能としている。
　CDEにおける入力パラメータの設定画面
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を図２に示す。ここで、地形毎に与えられた
表面汚染密度とDFの組に対して、ID番号と
ID色を割り振る。CDEに取り込んだ地形画
像上に設定したメッシュ（メッシュサイズは
５m×５mから２０m×２０mまでで選択可能）
をID色で塗ることにより、除染対象地域にお
ける表面汚染密度とDFのマップを作成する。
図３にマップ作成画面の例を示す。設定画面
で作成したIDテーブルが、入力補助としてパ
レットに表示されており、地形画像の半分程
度が塗りつぶされている。マップも含めた入
力データの作成には、除染対象地域の地形の
複雑さにも依存するが、通常２～４時間程度
かかる。
　計算結果としては、除染前空間線量率分
布、除染後空間線量率分布及び除染効果を表
す 線 量 率 減 少 係 数（DRRF： Dose Rate 

Reduction Factor）分布の３つが出力される。
計算結果は、その値の大きさにより、地形図
上にカラーマップとして可視化される。図４
にカラーマップの例を示す。図中示された点
線の内側が除染対象地域である。空間線量率
分布図では、赤色が高線量、青色が低線量地
域を表す。またDRRF分布図では、青色や緑
色が除染効果のあった地域、黄色が除染効果
のなかった地域を示す。図より、除染対象地
域内の空間線量率が低減し、除染効果を示す
DRRFが上昇していることが、視覚的に捉え
られる。入力データを一度完成させていれ
ば、その後のケーススタディはIDテーブルの
パラメータを変更することで、１ケース当た
り数秒で完了できる。このことは、目標とす
る空間線量率及び除染効果を達成するための
検討において、様々な行動シナリオは短期間
に試すことができ、非常に有益である。また
CDEは、地形画像上で塗りつぶした領域の面
積をID色ごとに出力する。ID色は適用する
除染技術ごとに分かれているため、その除染
技術の単価を考慮して、想定した除染計画の
おおよそのコストが推定される。

３．線量率評価手法

　ここでは、CDEで採用している線量評価手
法について簡単に解説する。ソースコードを
含めたその詳細は、参考文献［５］にて述べ
られている。CDEは、現在環境に広く分布し
ている放射性セシウム（１３４Cs及び１３７Cs）に対
して作成した単位放射能当たりの線量率寄与
データベース（応答行列と呼ぶ）を利用して、
入力した表面汚染密度データに基づき除染前
の空間線量率を計算し、さらに除染の度合い
を示すDFを用いて除染後の空間線量率を予
測する。除染効果は、除染前後の空間線量率
から求まるDRRFによって評価する。
　図５に地表面に分布した１３４Cs及び１３７Csの
応答行列を示す。応答行列は、環境を模擬し
た半無限体系において粒子・重イオン輸送計
算コードPHITS［９］を用いたガンマ線輸送
計算により作成した。線量率寄与を考える範
囲は、線源より５００m以内とした。この距離
は、１３７Csの壊変から放出される６６２keVガンマ
線の空気中における平均自由行程の約５倍に
相当し、図５からわかるように線量率寄与も
中心部に比べ６桁程小さくなっている。よっ
て、線量寄与を考える範囲としては十分であ
ると言える。
　除染前の空間線量率分布は、表面汚染密度
分布に応答行列を乗じて求めた線量率を積算
することで計算される。除染後の空間線量率
分布は、除染前の表面汚染密度にDFを乗じ
て除染後の表面汚染密度を求め、それと応答
行列により導出する。また、DRRFは除染前
の空間線量率を除染後の空間線量率で除する
ことで計算される。これらの評価において、
 １３４Cs及び１３７Csの放射能の時間減衰を考慮し
て、任意の評価日における結果を出力するこ
とができる。
　さらにCDEは、「GPSによる位置情報付き
線量データの取り込み機能」と「覆土を考慮
した空間線量率の計算機能」を有する。GPS

機能は、GPSを搭載した放射線モニタによる
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位置情報付きの測定データを、表面汚染密度
分布の入力値としてCDEに反映することが
できる。GPSとの連携により、表面汚染密度
の測定と入力データ作成にかかる手間を著し
く軽減できる。覆土機能は、除染後の対象エ
リアを任意の厚みの土で遮蔽することで更な
る空間線量率の低減を意図したシナリオに対
応する。さらに、覆土機能を応用すれば、除
染作業によって生じた廃棄物の土中への貯蔵
における周囲への線量率寄与の評価も可能と
なる。
　CDEの計算精度の検証は、既にいくつか行
われており、良好な結果を収めている。単純
化した半無限平板体系において、汚染土壌に
対する除染対象領域の範囲とDRRFの相関
を、CDE及びPHITSで計算し比較したとこ
ろ、両者の結果は極めてよく一致した［５］。
単純化した体系に対する計算であるとはい
え、CDEは学術分野で広く利用されている汎
用的なモンテカルロコードPHITSと同程度
の精度を持ちつつ、はるかに短時間で除染効
果を予測し得ることが分かった。また、実際
に放射性物質が分布した集落に対し、測定で
得られた表面汚染密度データを用いてCDE

で除染前の空間線量率を計算した［１０］。その
計算結果を、集落内の複数地点で測定した空
間線量率と比較したところ、概ね１０％以内で
一致した。この結果から、実際の汚染地域に
おける空間線量率及び除染効果の予測にも、
CDEが利用可能であると判断された。より
複雑な地形を持つ地域や除染後の空間線量率
の予測精度に対しても、引き続き検証を行
なっている。

４．���を用いた除染計画の検討方法の例

　CDEを用いた除染計画の検討方法の例と
して、福島県伊達市下小国地区を対象とした
ケーススタディについて紹介する。図６に伊
達市下小国地区の除染対象領域を示す。検討
では、表１に示すケース１からケース７まで

のアクションに従い、順次除染対象領域を拡
大していった際の除染効果について調べた。
この際DFは、日本原子力学会「原子力安全」
調査専門委員会クリーンアップ分科会が提示
した値［８］を参照した。また、ケース５で
は、DFをそれぞれ「畑（耕作）＝２．０」、「森
林＝５．０」、「地面＝１０．０」へ変更した場合の効
果についても調べた。
　その結果を、代表点における空間線量率の
変化として、図７～９にまとめた。また図１０
には、各ケースにおける除染効果の違いが分
かるように、CDEの出力したDRRFのカラー
プロットを示した。
　図７より、家屋周辺と斜面上部の除染（ケ
ース２）を実施した段階で、家屋周辺の空間
線量率は未除染の６割程度まで低減すること
が分かる。さらに、斜面下部の除染（ケース
３）を加えると、斜面下部に位置するグラウ
ンドと家屋（HE）の空間線量率も効果的に
下がる。ケース３までの除染で、除染対象領
域の境界付近に位置する家屋（HE）を除く
家屋（HA、 HB、 HC、 HD）の空間線量率
は、約１．０μSv/hまで低減することが期待で
きる。その後に森林の除染（ケース４）と道
路の除染（ケース５）を実施しても空間線量
率の低減に対する効果は小さい。
　除染対象領域の拡張について調べた図８よ
り、除染対象領域をさらに１００m外側まで広
げる（ケース６）と、当初の除染対象領域の
境界付近に位置していた家屋（HE）におけ
る空間線量率も、未除染時の約半分（１．０μ
Sv/h）まで下がる。また、除染対象領域を地
図上の全領域（６００m×７００m）にまで拡張し
ても（ケース７）、地図中心に位置する集落に
おける空間線量率の低減効果は小さい。
　除染方法の変更による効果については、図
９に示している。ケース５－１～５－３で試算
したDFの変更も、局所的には空間線量率を
下げるものの、様々な地形に囲まれた家屋周
辺の空間線量率を劇的に低減させることはで
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きない。
　よって、これらの検討から、家屋周辺の空
間線量率を効果的に低減させるためには、通
常の除染技術を用いて、まずその周辺部の除
染から実施することが望ましい。その後、畑
やグラウンドを除染することで集落全体の空
間線量率を下げることができる。また、除染
対象となっている集落東部の森林は、付近の
家屋への線量寄与を考慮して、東側に除染対
象領域を拡張することで、さらなる空間線量
率の低減が期待できる。このように、CDEシ
ミュレーションによるケーススタディによ
り、目標とする除染効果を合理的に達成する
ための計画の立案を、強力に支援することが
できる。

５．まとめ

　原子力機構の原子力基礎工学研究部門は、
除染効果を簡便かつ迅速に予測するシミュレ
ーションコードCDEを開発し、ホームページ
上で無償公開した［６］。CDEはGUIを通し
た操作で、除染前後の空間線量率と除染効果
（DRRF）を計算し、結果を除染対象地域の地
形図上に可視化する。その精度は、汎用モン
テカルロコードPHITSの計算値や実地にお
ける測定値との比較から検証されている。ま
た、高速アルゴリズムの採用により、PHITS

などの汎用コードでは膨大な計算時間のかか
る集落全体を対象とした評価でも、数秒で完
了することができる。このような利点を活か
して、想定される様々なシナリオの除染効果
を事前に予測し、最適な行動を選択すること
が可能となる。
　今後の除染は、合理的なコスト内で早急か
つ効率的に実施される必要がある。このため
には、CDEのようなコンピュータ・シミュ
レーションによる予測を積極的に活用すべき
であると考える。計算科学研究で培われてき
た技術を応用することで、現在直面している
未曾有の事態に、僅かでも貢献できることを

望む。一刻も早い環境修復と、それによる住
民帰還及び復興のため、今後も尽力していき
たい。
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図１　CDEを利用した除染計画の検討の流れ

１．準備

２．ＣＤＥにおいて入力データ作成

除染対象地域およびその周辺の地形画像
表面汚染密度データ
地形毎の除染係数（ＤＦ）データ

パラメータ設定
表面汚染密度と除染係数のマップ作成

３．空間線量率の計画

４．計算結果の可視化

５．最適な除染計画の立案

除染前空間線量率分布
除染後空間線量率分布
除染効果分布
（線量率減少係数）

ケーススタディ
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図２　パラメータの設定画面

図３　地形データ分布の作成画面
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図４　除染前空間線量率（上）、除染後空間線量率（中）及びDRRF（下）の計算結果を
可視化したカラーマップの例（点線で囲まれた領域が除染対象地域）
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図５　地表面に分布した１３４Cs及び１３７Csの応答行列

図６　伊達市下小国地区における除染対象領域
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表１　ケーススタディにおける各ケースとそれに対応するアクション（ケース番号横の色は図６におけ
る領域の色に対応する）

アクションケースアクションケース

畑（耕作）のDFを「２．０」に変更５－１家屋周辺の除染１（赤）

森林のDFを「５．０」に変更５－２斜面上部の畑・草地の除染を追加２（紫）

地面のDFを「１０．０」に変更５－３斜面中部／下部の畑・草地の除染を追加３（青）

除染領域を１００m外側まで拡張６森林部の除染を追加４（緑）

除染領域を地図上の全領域に拡張７道路の除染を追加（除染区域内全除染）５（黄）

＊除染係数DF：地面、草地、道路（未舗装）、畑（未耕作）＝５．０、道路（舗装）＝１０．０、屋根＝２．２、畑（耕作）
＝１．０、植栽＝２．０、森林＝２．０

図７　順次除染対象領域を拡大していった場合の空間線量率の変化
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図８　除染対象領域を広げた場合の空間線量率の変化

図９　除染方法を変更した場合の空間線量率の変化
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図１０　DRRF分布図（各ケースにおける除染効果の違いを表示）




